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会 社 の 概 要 （2006年5月31日現在）

社　　　　　名 アルプス電気株式会社

英 文 社 名 ＡＬＰＳＥＬＥＣＴＲＩＣＣＯ.,ＬＴＤ.

本　　　　　社　 〒１４５-８５０１
東京都大田区雪谷大塚町１番７号
ＴＥＬ.  (０３)３７２６-１２１１（大代表）

設　　　　　立 １９４８年１１月１日

資 本 金 ２３,６２３,５７１,７１１円

発行済株式総数 １８１,５５９,９５６株

株 主 メ モ

決 算 期 年１回 ３月３１日

基 準 日 定時株主総会関係３月３１日
期末配当金支払株主確定関係３月３１日
中間配当金支払株主確定関係９月３０日
その他予め公告する日時

定時株主総会 ６月下旬

公 告 掲 載 電子公告により、当社ホームページ（http://
www.alps.co.jp/j/ir/index.htm）に掲載します。
なお、やむを得ない事由により、電子公告がで
きない場合は、日本経済新聞に掲載します。

上場証券取引所 東京（市場第一部）

1単元の株式数 １００株

名義書換代理人 東京都千代田区丸の内一丁目4番5号
三菱UFJ信託銀行株式会社

同事務取扱場所 東京都千代田区丸の内一丁目4番5号
三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部

郵便物送付先 〒171-8508 東京都豊島区西池袋一丁目7番7号
および 三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部（電話照会先） 電話　0120-707-696（フリーダイヤル）

同　取　次　所 三菱UFJ信託銀行株式会社　全国各支店
野村證券株式会社　全国本支店

（お知らせ）株式事務に関するお問い合わせ
お問い合わせ 0120-707-696（フリーダイヤル）
住所変更等諸届用紙ご請求 0120-864-490（フリーダイヤル：24時間受付）
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梅雨の合間の木漏れ日の強さに夏の訪れを感じる季節となりま

したが、株主の皆様には、ますますご健勝のこととお喜び申し上

げます。

2006年3月期の電子部品業界は、原材料価格の高騰に加えデジ

タル機器の価格下落などの影響を受けながらも、自動車や携帯機

器市場向けの旺盛な需要に支えられ伸長を見せました。

このような状況のなか、当社の電子部品事業の売上は、「磁気

デバイス事業」がＨＤＤ（ハードディスクドライブ）用ヘッドにおいて、

ＨＤＤ を搭載したデジタル機器市場の急速な拡大などから売上を

大幅に拡大させました。さらに「車載電装事業」は、日本・欧州を

中心とした自動車メーカーの新車販売を背景に多機能化の要請

に応えたステアリングモジュールなど特長ある製品が売上を伸ば

すとともに、「コンポーネント事業」も電装化が進む自動車向けや

携帯電話などデジタル機器向けにスイッチなどの売上を増加させ

ました。一方で、「情報通信事業」が北米市場向けケーブルテレビ

用など放送用チューナ製品の売上減少や、「ペリフェラル事業」で

は、携帯電話のカラーＬＣＤ(液晶表示素子)が顧客のモデル切り

替えなどの影響を受けました。

このような状況のもと、当事業全体としては、売上高は過去最

高を記録し、営業利益も前期を大きく上回ることができました。

しかし、5月に発表した2006年度の業績予想につきましては、誠

に遺憾ながら前期と比べ厳しい業績予想を立てざるをえません

でした。これは既にご承知のこととは思いますが、昨年12月末に

磁気デバイス事業の米国顧客であるマックストア社がシーゲート・

テクノロジー社に買収されるとの発表があり、さらに当初、今秋の

予定であった最終決定がこの５月に早まったことを受けて、その

影響を勘案したことによるものです。

さて、今期よりスタートした第５次中期経営計画（2006年４月～

2009年３月）は、多機能化する携帯電話などの「モバイル市場」、

電装化が進展する「オートモーティブ市場」、家庭で普及するデジ

タル機器などの「ホーム市場」の３つの市場に注力します。そして、

５つの事業のバランス良い成長を図るとともに、相互の連携を一

段と進めシナジー効果を発揮する取り組みを推進していきます。

今年5月に開催した「ＡＬＰＳＳＨＯＷ 2006」では、当社の新技術、

新製品を一堂に披露し、7,800名ものお客様をお迎えして、大変

盛況裡に幕を閉じることができました。ショーでは当社の注力す

る３つの市場への各種製品の独自の提案に加え、開発思想である

「Alps’System in Package」の進化をご紹介するなど多彩な展示

を行いました。

このショーの成果を「アルプスショー・イン・カスタマー」として、

今後国内外のお客様への巡回展示を積極的に行うことで新たな

ビジネスへ着実につなげてまいります。

Message 株主の皆様へ

電子部品の５つの事業が

バランスの取れた成長へ
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なお、期末配当につきましては、10円として年間配当20円を実

施させていただきました。今期におきましても、引き続き前期と

同じ上期を10円とし年間配当20円を予定しております。

電子産業界は、携帯電話にカメラ付きやテレビ付きといった多

機能化がさらに進展することが期待されます。また、地上デジタ

ル放送対応の薄形テレビや安全性、省燃費に貢献する電装化さ

れた自動車への新たな需要がグローバルな規模で動き始めるな

ど、取り巻く環境には明るさが感じられます。

しかし、米国経済の好調さがいつまで続くか、為替の動向など

先行きの不透明感があるとの強い認識を持ち、当社としては、業

績予想の達成に向けてさらなる経営革新を進め、気を引き締め、

全社一丸となって邁進していく所存です。

株主の皆様には、今後ともより一層のご支援とご鞭撻を賜りま

すよう、よろしくお願い申し上げます。

2006年6月

代表取締役社長

2006年度の行動指針について

は、従来まで単年度で更新しており

ましたが、一層の浸透、実現を図る

ため第5次中期経営計画に合わせ

て、3年間継続ということにいたし

ました。

まず、中期計画の最終年度が当社

の創立60周年であることから、表

題は「2008 創立60周年に向かっ

て」を掲げ、「“MOTTAINAI”を徹底しよう」「“一発完動”へ技

を磨こう」「“アルプス・イズム”を共有しよう」としました。

一番目の「“MOTTAINAI”を徹底しよう」については、節約

するという意味だけでなく、ものを大切に使う心、ものを有効

に使う心などが入り交じった日本の古き良き文化の本質をな

す言葉と思っております。当社は、地球環境に優しい会社を

標榜するとともに有限の「宇宙船地球号」の環境を守るために

も、この“MOTTAINAI”活動の推進に向けて努力していきた

いと思います。

二番目の「“一発完動”へ技を磨こう」ですが、言葉からは技

術部門の活動に受け取られがちですが、部門を限定せず全て

の分野において後戻りのない、円滑でスピーディな仕事のや

り方を工夫しようということを意味しています。

三番目の「“アルプス・イズム”を共有しよう」ですが、当社

には、創業時から過去50数年間に培った”アルプス・イズム”

といえる理念や考え方があります。それらに、これから新しく

創造するものも加えて価値観を共有し、アルプスグループに

在籍する全社員が「一つのアルプス」としてまとまって行動す

る規範としていきたいと考えています。

■ 2008 創立60周年に向かって
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Topics 最近のトピックス

中国の新たな生産拠点となる丹東アルプスを設立

当社は、２月に中国東北部の
遼寧省丹東市へ新たな現地法
人となる丹東アルプスを設立し
ました。これは成長を続ける中
国市場において、更なる事業
規模の拡大に備えたものです。
丹東アルプスは、５月よりアル
パインの子会社である丹東アル
パインの施設を一部借りスイッチの生産を開始しています。今
後は当社製品のみならず、アルパイン製品の委託加工を請け負
うなどアルパインと協力した事業展開を進めていきます。

米国アナハイム「OFC２００６」に出展

３月７日～９日、米国アナハイ
ムにて開催された光通信・光
デバイス専門展示会OFC２００６
（Optical Fiber Communication
Conference and Exposition）に
出展しました。当社からは、家
庭向け光通信のＦＴＴＨ(Fiber
To The Home)製品ほか、レン
ズや微細加工を応用した光学デバイス部品の展示を行いました。

光通信に関する新技術の開発が盛んな米国において、レンズ
の多彩なラインナップやＦＴＴＨ用モジュールには来場者からの
注目が集まりました。同展示会には約６５０社が出展し、期間中
に約１万３０００人もの方が来場されました。

アルプスグループ入社式を挙行

２００６年度のアルプスグループ入
社式を３月３１日に行い、アルプス電
気の新入社員１７２人を含む２４４人
が新たに入社しました。
式典では、片岡社長より「初心
忘るべからず、ものを作る喜びを
大事にしよう、自らの健康は自らで
管理せよ、の３つを基本に社会人
生活を送ってほしい。」「アルプスには“Work Hard, Study Hard,
Play Hard”というモットーがあり、常に勉強し、レベルアップして
いく姿勢を持ち続けて下さい」との訓辞が述べられました。
そして、新入社員代表からは社会人生を始めるにあたっての決
意が語られました。今後は集合研修や事業部への配属、１ヵ月
間の中国現地法人での製造実習などが予定されています。

アイルランド日本国大使がアルプスアイルランド訪問

４月７日、アルプスアイルランドに林景一駐アイルランド日本国大
使が訪問されました。
アルプスアイルランドは、車載事業を中心とした事業の拡大に
伴いアイルランド政府からのサポートとして助成金が受けられる
グラント契約を昨年締結しました。大使がこの契約をきっかけに
アルプスアイルランドの事業展開へ興味を持たれ今回の訪問が
実現したものです。林大使は工場を見学され、製造工程につ
いて積極的な質問を寄せられました。
当社はこれからも地域との積極的な交流を図り、その国々で
の市場に向けた生産規模拡大とサービスの拡充に努めます。

アルプスグループ入社式

新たな生産拠点となった丹東アルプス

最新の光学デバイス部品を展示

2006年
2月 ●中国の新たな生産拠点となる丹東アルプスを設立
3月 ●米国アナハイム「OFC2006」に出展

●アルプスグループ入社式を挙行
4月 ●アイルランド日本国大使がアルプスアイルランド訪問

●新製品新技術発表会を開催
5月 ●ALPS SHOW 2006を盛大に開催

（注）下線のトピックスを以下に詳しくご報告しています。

Alps123_0616_三  06.6.26 11:38  ページ 7



Hot in ALPS SHOW ショーのご紹介

ALPS SHOW 2006を盛大に開催

87

5月24日から3日間「ALPS SHOW 2006」を開催しました。今回
で34回目となるショーにおいては、急速に変貌する市場に対応し
て「You Meet Comfort」をテーマに人と地球にとっての「快適さ」
の実現に向け、当社固有技術をさらに進化・融合させた製品や
コアテクノロジーを約800点ご紹介するとともに、環境保全への取
り組みや成果など「美しい電子部品を究める」当社の企業姿勢を、
お客様にご覧いただきました。期間中は、約7,800 人ものご来場
者をお迎えし大変盛況なショーにすることができました。
会場においては、まずコーポレートメッセージとして、当社の開
発思想である「Alps’System in Package 」の進化などをご紹介す
るとともに、特設ステージにて提案した注力する3つの市場への
取り組みには、来場者からの熱い視線が集まりました。
また、初日に行われた記者会見では、片岡社長より、最近の電
子産業から当社の事業動向、ものづくりを通した環境活動などを
ご説明しました。

●オートモーティブステージ

自動車市場が注力する「快適」「安全」「環境」をテーマに車載用
BluetoothTMモジュールや磁気式センサほか独自製品をご紹介

●ホームステージ

大容量化、高速化する家庭用デジタル機器に対応する最先端の
地上デジタルＴＶチューナやＨＤＤ用ヘッドなどをご紹介

●モバイルステージ

薄形、小形、かんたん、きれいが進む携帯機器市場において、携
帯電話用カメラモジュールやワンセグチューナなどをご紹介
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会場は、約400点の新製品、新技術を含めて800点にのぼる製品展示で埋め尽

くされ、その機能美、環境への配慮など外観だけでなく内面からでる電子部品

の美しさをお客様に改めてお伝えすることができました。

129 1110

http://www3.alps.co.jp/cyberweb/index.html

当社ホームページにおいて、5月29日
から「ALPS SHOW 2006」の展示と当
日の雰囲気が体感できる「サイバー・アル
プスショー 2006」を公開しています。
来場いただけなかった方、もう一度新

製品などを見たい方のご要望にお応えす
るため開設しました。右下のアドレスから、
臨場感あふれる「ALPS SHOW 2006」
の空間がお楽しみいただけます。

光るグライドポイントＴＭ

ノートＰＣ用に操作面が照光
表示される多機能な入力デ
バイスを提案しました。

小形・薄形スイッチ

携帯機器向けのニーズに応
え米粒より小さい小形・薄
形化を実現しています。

3軸電子コンパス

携帯機器のナビゲーション
用に傾斜補正機能付きで世
界最小を実現しました。

●サイバー・アルプスショー2006

より快適な車室内空間の実現をするAlps Innovative コックピットを提案

基板間接続用コンタクタ

マイクロコンタクト技術を
応用し基板間の接続用コン
タクタを開発しました。

圧電式薄形ポンプ

携帯機器向け液冷式冷却シ
ステム用に低消費電力かつ
長寿命を実現しました。

ワンセグ＆3セグ対応チュー
ナモジュール

携帯機器用に高画質の受信
が可能な地上デジタル放送
用チューナを開発しました。

無線ＬＡＮ＆BluetoothＴＭ

コンボモジュール

携帯機器用に２つの通信規格
のメリットを備えたコンボタ
イプを提案しました。

DVB-H対応TVチューナモジュー
ル・チューナブルアンテナ

欧米の携帯機器用に地上デ
ジタル放送用チューナとア
ンテナを開発しました。

メガピクセルカメラモジュール

携帯電話用に独自レンズを
採用し同サイズで焦点機能
が異なる製品を開発しまし
た。

フォトプリンタ

高速30秒、縁なし印刷に対
応した銀塩写真レベルの高
画質を実現しました。

完全反射形カラーＬＣＤ

携帯機器用に独自の反射板
を用い低消費電力で屋外の
視認性に優れたLCDを開発
しました。

HDD用ＴｕＭＲ薄膜ヘッド

高密度記録化するＨＤＤ用に
先端技術のヘッドの開発、量
産をご紹介しました。

バッテリーレスタイヤ空気
圧モニタリングシステム

電池寿命の制限がなく環境
にやさしいタイヤ空気圧監
視システムを提案しました。

車載用磁気式ロータリセンサ

磁気ヘッドで培った独自技
術を使い車載用に信頼性の
高いセンサを開発しました。

車載用魚眼ＣＣＤカメラ

自動車周辺の超広角撮影に
より駐車支援等に貢献する
カメラを開発しました。

入稿データp9-12_再  06.6.26 17:23  ページ 1



Financial Review 第73期 事業報告

13

電子部品事業

●コンポーネント

携帯電話や小形オーディオ機器に使われるスイッチやコネクタが大き
く売上を伸ばしました。更に電装化が進む自動車向けにも安全性や
燃費向上に貢献するセンサやスイッチが増加しました。
●磁気デバイス

ＨＤＤを搭載したデジタル機器市場の急速な拡大によりＨＤＤ用ヘッド
が伸長したのに加え、為替が前期に比べ円安に推移したことから売
上は大幅に拡大しました。
●情報通信

携帯電話向けBluetoothTM用などの通信用モジュールやカメラモジュー
ルの売上は増加しましたが、中国のＰＨＳ市場縮小によりＰＨＳモジュー
ルの売上が減少し、また北米市場向けケーブルテレビ用などの放送用
チューナ製品も減少したため、前期を下回りました。
●ペリフェラル

デジタルカメラのプリント需要が増大し、フォトプリンタが売上を伸長
させました。しかし、携帯電話のカラーＬＣＤが顧客のモデル切替な
どの影響により売上を大きく減少させたことなどから前期を下回る
実績となりました。
●車載電装

日本・欧州を中心とした自動車メーカーの新車販売が堅調に推移し、
多機能化の要請に応えたステアリングモジュールやドアモジュールな
ど特長ある製品が伸び、加えて為替も円安に推移したことなどから
売上が拡大しました。

音響製品事業

市販市場に投入した「iPod®」対応のＣＤプレーヤが音質・操作性で高
く評価されました。また、カーナビゲーションの純正装着比率が上昇
し、得意先自動車メーカーの新車販売が好調に推移したことなどか
ら売上が伸長しました。

物流・その他事業

夏場より業界全体で国内貨物、国際貨物とも取扱量が増加に転じま
した。また、昨年４月には成田地区に新倉庫を竣工して航空貨物事業
の拡大を図るなど、グローバル物流体制の整備・拡大を進めました。

連結業績の概況
平成17年4月1日から平成18年3月31日まで

当期における連結売上高は7,096億円

（前期比10.3％増）となりました。損益に

つきましては、固定費の削減や円安など

により営業利益は454億円（前期比46.3％

増）、経常利益は464億円（前期比49.9％

増）、当期純利益は、減損損失に伴う特

別損失の計上なども含め188億円（前期

比15.7％増）となりました。

部門別売上高構成
（平成17年度）

14

コンポーネント ８３，６５１

磁気デバイス ７８，６８３

情報通信 ５８，７２７

ペリフェラル １１０，０９４

車載電装 ８１，４０３

 ４１２，５６０

音響製品事業 ２５１，１２７

物流・その他事業 ４５，９２４

 （単位：百万円）

電子部品事業 

合計 

電子部品事業 売上高構成比（%）

２０．３%

１９．１%

１４．２%

２６．７%

１９．７%

経営成績の状況 （単位：百万円）

科　　目 第73期 第72期
（平成17年度） （平成16年度）

売 上 高 ７０９,６１３ ６４３,６３０

営 業 利 益 ４５,４７１ ３１,０７７

経 常 利 益 ４６,４０２ ３０,９５８

当 期 純 利 益 １８,８７０ １６,３１５

携帯機器用コネクタ

HDD用ヘッド

携帯電話用カメラモジュール

フォトプリンタ

ステアリングモジュール
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連結損益計算書
（平成１７年４月１日～１８年３月３１日） （単位：百万円）

科　　　　目 金　額

７０９,６１３
５８１,０１６
８３,１２５
４５,４７１
５,６０４
４,６７３
４６,４０２
２,４９２
１２,７３１
３６,１６３
１１,３５５
３３３
５,６０４
１８,８７０

売　　　　　上　　　　　高
売 　 上 　 原 　 価
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

営　　　業　　　利　　　益
営 　 業 　 外 　 収 　 益
営 　 業 　 外 　 費 　 用

経　　　常　　　利　　　益
特 　 　 別 　 　 利 　 　 益
特 　 　 別 　 　 損 　 　 失

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益
法 人 税 、住 民 税 及 び 事 業 税
法 人 税 等 調 整 額
少 数 株 主 利 益

当 　 期 　 純 　 利 　 益

連結財務諸表（要約）
連結貸借対照表
（平成１８年３月３１日現在） （単位：百万円）

科　 目 金　額

（資　産　の　部）
流 動 資 産 ３１７,６０４

現 金・預 金 ８８,０６３

受取手形・売掛金 １２１,２０８

有 価 証 券 ５７３

た な 卸 資 産 ８３,７２４

繰延税金資産 ９,８０３

そ の 他 １６,３８０

貸 倒 引 当 金 △ ２,１４８

固 定 資 産 ２２５,６６１

有形固定資産 １５７,９９４

建物・構築物 ５０,０６４

機械装置・運搬具 ５３,５５２

土　　　　地 ２９,００５

そ 　 の 　 他 ２５,３７２

無形固定資産 １４,２２２

投資その他の資産 ５３,４４４

投資有価証券 ２２,１４５

繰延税金資産 ７,６７２

長期前払年金費用 １１,３６９

そ の 他 １２,４７８

貸 倒 引 当 金 △ ２２１

繰 延 資 産 ０

資 産 合 計 ５４３,２６６

科　 目 金　額

（負　債　の　部）
流 動 負 債 ２０３,８０７
支払手形・買掛金 ６９,１３２
短 期 借 入 金 ５７,８１０
一年以内償還社債 １０,０００
未　払　費　用 ２２,６１２
未払法人税等 ６,９３７
繰延税金負債 ４４５
賞 与 引 当 金 ８,８４８
製品保証引当金 ５,０５５
施設利用解約引当金 ２０６
たな卸資産損失引当金 ９７
そ の 他 ２２,６６１

固 定 負 債 ５４,０９７
新株予約権付社債 ２８,６００
社債発行差金 ２５１
長 期 借 入 金 １２,９６０
長 期 未 払 金 ３,８０６
繰延税金負債 ３,４７９
退職給付引当金 ２,４９３
役員退職慰労引当金 １,６２５
環境対策費用引当金 ３１７
そ の 他 ５６２

負 債 合 計 ２５７,９０５
（少数株主持分）

少 数 株 主 持 分 ８３,６１１
（資　本　の　部）

資 本 金 ２３,６２３
資 本 剰 余 金 ４５,５８６
利 益 剰 余 金 １３１,３０９
土地再評価差額金 △ ５６９
その他有価証券評価差額金 ４,８６３
為替換算調整勘定 △ ２,５２４
自 己 株 式 △ ５３９
資 本 合 計 ２０１,７４９
負債・少数株主持分・資本合計 ５４３,２６６

所在地別セグメント情報
（平成１７年４月１日～１８年３月３１日） （単位：百万円）

科　 目 金　額

売 上 高
日 本 ６０２,７２４
北　　　　米 １４５,８３２
欧　　　　州 １９０,３６４
ア ジ ア ３１８,２８８
そ の 他 １,２００
セグメント間取引消去 △５４８,７９７
連　　　　結 ７０９,６１３

営 業 利 益
日 本 ３３,６９２
北　　　　米 ２,６９４
欧　　　　州 ４,４０３
ア ジ ア １１,１１８
そ の 他 △ １１
セグメント間取引消去 △ ６,４２５
連　　　　結 ４５,４７１

連結剰余金計算書
（平成１７年４月１日～１８年３月３１日） （単位：百万円）

科　 目 金　額

（資本剰余金の部）
資 本 剰 余 金 期 首 残 高 ４４,８７６
資 本 剰 余 金 増 加 高 ７１０
自 己 株 式 処 分 差 益 ０

資 本 剰 余 金 期 末 残 高 ４５,５８６
（利益剰余金の部）

利 益 剰 余 金 期 首 残 高 １１６,１２４
利 益 剰 余 金 増 加 高 １８,９２３
当 期 純 利 益 １８,８７０
連結子会社増加に伴う利益剰余金増加高 ５３

利 益 剰 余 金 減 少 高 ３,７３８
配　　　　　　当　　　　　　金 ３,６０９
役 員 賞 与 １２７
従 業 員 奨 励 福 利 基 金 等 １

利 益 剰 余 金 期 末 残 高 １３１,３０９

事業の種類別セグメント情報
（平成１７年４月１日～１８年３月３１日） （単位：百万円）

科　 目 金　額

売 上 高
電 子 部 品 ４１６,６２９
音 響 製 品 ２５３,９８３
物 流・そ の 他 ７８,３５１
セグメント間取引消去 △３９,３５０
連　　　　結 ７０９,６１３

営 業 利 益
電 子 部 品 ２８,４４１
音 響 製 品 ９,６７１
物 流・そ の 他 ６,８０８
セグメント間取引消去 ５４９
連　　　　結 ４５,４７１

連結キャッシュ・フロー計算書
（平成１７年４月１日～１８年３月３１日） （単位：百万円）

科　　　　 目 金　額

営業活動によるキャッシュ・フロー ６６,３１６
投資活動によるキャッシュ・フロー △ ４７,０９４
財務活動によるキャッシュ・フロー △ １４,８５９
現金及び現金同等物に係る換算差額 ３,９８３
現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 増 加 額 ８,３４７
現金及び現金同等物の期首残高 ７９,０１１
新規連結子会社の現金及び現金同等物の期首残高 １７９
現金及び現金同等物の期末残高 ８７,５３７
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当社は、「美しい電子部品を究めます」
を訴求テーマとした企業イメージ強化の
取り組みを進めています。
表紙の羽ばたく鳥のように見える製品
写真は、４月に当社の企業広告として新
聞・雑誌等へ掲載したノートパソコン用
「スティックポインタ」です。
当社固有の抵抗体技術と最新ソフトウェ
ア技術を融合させ開発した製品であり、
普段はパソコンのキーボード中央部に頭
だけ出して内蔵されています。パソコン画
面上に矢印で表示されるカーソルを人の思い通り動かす電
子部品として欧米市場を中心に人気が高く、当社が高い世
界シェアを誇っています。
今後も当社はこのような快適な操作感を追求した入力デ
バイスを提供してまいります。

新任取締役および新任監査役のご紹介

取締役

うめはら じゅんいち

梅原　潤一
1987年 当社入社
2002年 技術法務部長
2004年 法務・知的財産担当　副担当

貿易管理担当　副担当

取締役

うすい まさる

臼居　賢
1981年 当社入社
2005年 営業戦略室長（統括部長）

監査役

あきやま ひろし

秋山　洋
1984年 弁護士登録
2004年（株）サイバーコミュニケーションズ社外取締役
2005年 ピープル（株）社外取締役

損益計算書
（平成１７年４月１日～１８年３月３１日） （単位：百万円）

科　　 目 金　額

売　　上　　高 ３６６,１１０
売 上 原 価 ３１９,０８４
販売費及び一般管理費 ３０,１７１

営 業 利 益 １６,８５５
営 業 外 収 益 ７,０７３
営 業 外 費 用 ３,１３８

経 常 利 益 ２０,７９０
特 別 利 益 １,２５７
特 別 損 失 １０,３１０

税引前当期純利益 １１,７３７
法人税、住民税及び事業税 ３,１６８
法人税等調整額 ５８０

当 期 純 利 益 ７,９８９
前期繰越利益 １,９９０
中 間 配 当 額 １,８０６

当期未処分利益 ８,１７３

単独財務諸表（要約）
貸借対照表
（平成１８年３月３１日現在） （単位：百万円）

科　 目 金　額 科　　目 金　額

（資　産　の　部）
流　動　資　産 １３８,４６１

現 金・預 金 ９,５３３

受取手形・売掛金 ７７,６０１

た な 卸 資 産 ３４,５８８

そ の 他 １６,８３９

貸 倒 引 当 金 △ １００

固　定　資　産 １５５,４２６

有形固定資産 ７９,７７１

建物・構築物 １９,１７２

機 械 装 置 ３０,２５４

土　　　　地 １６,９７０

そ の 他 １３,３７４

無形固定資産 ５,７３４

投資その他の資産 ６９,９２０

投資有価証券 ３,６１８

関係会社株式 ３９,７８２

そ の 他 ２６,５６２

貸 倒 引 当 金 △ ４３

資 産 合 計 ２９３,８８７

（負　債　の　部）
流　動　負　債 １２４,５７４
支払手形・買掛金 ４７,３５７
短 期 借 入 金 ２１,５２４
一年以内長期借入金 １０,６８０
一年以内償還社債 １０,０００
未払法人税等 ２,２９１
賞 与 引 当 金 ５,５２２
そ の 他 ２７,１９７

固 定 負 債 ３８,７６６
新株予約権付社債 ２８,６００
社債発行差金 ２５１
長 期 借 入 金 ５,７５０
長 期 未 払 金 ３,１４５
退職給付引当金 ７０
役員退職慰労引当金 ６３２
環境対策費用引当金 ３１７

負 債 合 計 １６３,３４１
（資　本　の　部）

資 本 金 ２３,６２３
資 本 剰 余 金 ４５,５８６
利 益 剰 余 金 ６０,５９４
その他有価証券評価差額金 １,２８１
自 己 株 式 △ ５３９
資 本 合 計 １３０,５４６
負債・資本合計 ２９３,８８７

利益処分
（単位：百万円）

科　 目 金　額

当 期 未 処 分 利 益 ８,１７３
特別償却準備金取崩額 ３０４

計 ８,４７８
これを次のとおり処分します。

利 益 配 当 金 １,８１１
（１株につき１０円）
取 締 役 賞 与 金 ６０
特 別 償 却 準 備 金 ２７
別 途 積 立 金 ４,５００
次 期 繰 越 利 益 ２,０７８
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